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１ 市 民 と 行 政 が 拓 く 協 働 と 連 携 の ま ち

その他の主な事業

・市民とつくる協働のまち事業

・町内会加入促進事業

・みんなの町内会応援事業 など

（５）コミュニティビジョン推進事業

（１６４，３８０千円）

活力ある地域コミュニティづくりを推進するため、

各校区における地域コミュニティ協議会の活動等を

支援します。

（２）かごしま移住支援・プロモーション事業

        （１０，２５７千円）

本市への移住を促進するため、県外から本市へ

の移住世帯に対し、奨励金を交付します。

（２）第六次総合計画策定事業

（１６，６５７千円）

将来における本市のあるべき姿と進むべき方向

について基本的な指針となる第六次総合計画の

基本構想及び前期基本計画を策定します。

（１）市長と語る会

（５５千円）

市長が自ら地域に出向き、市政の動向を報告す

るとともに、意見交換を行い、市民の声を活かした

まちづくりを推進します。

（３）ＳＤＧｓ推進事業

      （１，６３１千円）

ＳＤＧｓを推進するための普及啓発や、かごしま

ＳＤＧｓ推進パートナー等の交流・連携を進めま

す。

新

（６）さくらじま地域おこし協力隊活動事業さ

（１３，３６１千円）

桜島地域において、地域おこし協力隊が地域ブ

ランドのＰＲ等に取り組み、地域振興を図ります。

（１）市ホームページ自動翻訳導入事業

（１，０７８千円）

市ホームページ全体への自動翻訳機能の導

入により、外国人の利便性向上を図ります。

新

１.地域社会を支える協働・連携の推進

～市民とともに活力ある豊かな地域づくりを目指します！～

2.自主的・自立的な行財政運営の推進

～さらに効率的で適応力に富んだ行財政運営を進めます！～

（３）まちかどコメンテーター事業

（１，４１４千円）

市民の声を聞く機会を増やし、より幅広く意見や

ニーズを把握するため、まちかどコメンテーターを

積極的に活用します。

新 （４）桜島の未来を拓く空き家マッチング事業

（ゼロ予算）

居住可能な空き家の情報を整理し、居住希望者

等の相談に対応することで、人口減少率の高い桜

島地域の人口増及び地域の活性化を図ります。

新
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（４）行政デジタル化推進事業

（２３，４３４千円）

（５）相談等業務オンライン化推進事業

（６１７千円）

デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）を推進

するため、市長をＣＩＯ（最高情報統括責任者）とし

て位置付けたうえで、民間の専門的な知見の活用

に向け、ＣＩＯ補佐官を登用するとともに、定型業務

を自動化するＲＰＡ等の導入・運用を行います。

また、相談等業務のＩＣＴ活用によるオンライン化

を推進し、市民の利便性向上を図ります。

１ 市 民 と 行 政 が 拓 く 協 働 と 連 携 の ま ち

新

その他の主な事業

・公文書管理条例の制定（新）

・市ホームページ運営事業

・シティプロモーション戦略ビジョン改訂事業

・職員採用試験経費

・障害者雇用の拡充

・基幹系ネットワーク再整備事業

・次期地域情報化計画策定事業

・地方創生推進事業

・コンビニ納付、モバイル決済サービス事業

・ネクスト“アジア・鹿児島”イノベーション戦略推進事業

・かごしま“自分ごと”発見・体験講座

・「愛して！！かごしま」ふるさと寄附金サポート事業

・市政報告会開催事業

・連携中枢都市圏推進事業 など

（８）ＥＢＰＭ研修事業

（１，３２０千円）

データに基づく政策立案（ＥＢＰＭ）の理解を深め

るため、職員研修に取り組みます。

新

（６）市民と一緒に大好きかごしま発信事業

（５０５千円）

ＳＮＳ等を活用して、市民の共感を職員とのワー

クショップなどを通じて育みながら、一緒になって

本市の多彩な魅力を発信します。

新

（７）官民連携プラットフォーム（仮称）事業

（５３３千円）

市政における諸課題について、民間の知見の

活用を図るため、「官民連携プラットフォーム（仮

称）」の設置・運営を行います。

（11）おくやみコーナー設置事業

（８，０４１千円）

死亡に伴う各種手続の専用窓口（おくやみコー

ナー）を本庁舎内に設置し、市民サービスの向上を

図ります。

（９）行政改革推進事業

（１，０４１千円）

行政改革の取組の推進を図るとともに、次期行

政改革大綱の策定を行います。

（12）個人番号カード交付事業

（４３７，３７０千円）

休日交付等の拡充など、個人番号カードの円

滑な交付及び普及促進を図ります。

新

新

（10）あつまれ鹿児島ファンディング！

鹿児島市ふるさと寄附金事業

（２２０千円）

新型コロナウイルス感染症の影響による歳入減

の対策として、本市にゆかりのある首都圏の方々

を中心に寄附金を募り、コロナ収束後のシティプロ

モーション等に活用します。

新

新


